
 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 ア、本町の人口構造 

   本町の人口は令和２年時点で２５，７８４人である。そのうち０歳から 

  １４歳までの年少人口は３，５２０人、また１５歳から６４歳までの生産年 

  齢人口は１４，２５３人。更に６５歳以上の老年人口は８，０１１人であ 

  り、約５５％が生産年齢人口で占めている。 

   なお、推移については、笹尾地域や城山地域の住宅団地が開発された昭和 

  ５０年から急増したものの、平成１２年をピークにその後微減傾向が続く中、

神田地域や稲部地域の宅地造成による転入者の増加も影響し、令和２年度の時

点では微増傾向となっている。 

 

   資料：東員町データ集＜令和５年３月現在＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 イ、産業構造 

   第１次産業では、昭和５０年に１４０１戸あった農家も令和２年には 

  ３０５戸と５分の１まで減少している。また、第２次産業では、平成５年 

  時点で、１１８あった事業所数は令和２年には８４まで落ち込んでいる。 

   しかしながら卸売業・小売業を主体として構成する第３次産業では、２０ 

  ８事業所あった平成１１年をピークに平成２４年の１１９事業所まで減少す 

  るも、平成２８年には２１０と増加傾向にある。 

 

   資料：東員町データ集＜令和５年３月現在＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ、中小企業 

   中小企業は、人手不足、後継者不足等の課題に直面しており、現状を放置 

  すると本町内の産業基盤が失われかねない状況である。このような中、本町 

  内の中小企業の生産性を抜本的に向上させることで、人手不足に対応した事 

  業基盤を構築するとともに、後継者が引き継ぎたいと思えるような企業にし 

  ていくことは、喫緊の課題である。 

   従って本町では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入

促進基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設

備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）の向上を図る。 

 

（２）目標 

 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定

し、中小企業者の先端設備等の導入を促し、生産性の向上を図る。 

 計画期間中に、３５件の先端設備等導入計画の認定件数を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

  年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 本町の産業は、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が本

町の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現



する必要がある。従って、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計

画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定め

る先端設備等すべてとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  多様な業種が町内全域に存在する本町では、これらの地域で、広く事業者の生産

性向上を実現する観点から、本計画の対象区域を町内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

本町では、農林水産業、製造業、サービス業と多岐に渡り、多様な業種が本町

の経済と雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現

する必要がある。従って、本計画における対象は全業種とする。 

  また、新商品の開発やＩＴの導入による業務の効率化等により労働生産性が年

率３％以上見込まれる事業にあっては、幅広く全事業を対象とする。 

  ただし、太陽光発電設備事業については、町内に従業員が常駐する事業所や工場

の敷地内に設置し、その発電電力を直接商品の生産もしくは販売または役務の提供

の用に供するために自己消費するもの及び自己消費後の余剰分または全量を売電

するもののみを対象とし、それ以外の設備は本町の経済発展、雇用創出には繋がら

ないため対象外とする。 

   

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  国が同意した日から２年間（ 令和５年４月１日～ 令和７年３月３１日）とす

る。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

計画期間は、計画認定から３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 人員削減を目的とした取り組みは先端設備等導入計画認定の対象としない等、

雇用の安定に配慮するほか、東員町暴力団排除条例並びに東員町の締結する契約

等からの暴力団等排除措置要綱をはじめ、公序良俗に反する取り組みや、反社会

的勢力との関係が認められるものについては先端設備等導入計画の認定の対象と

しない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


